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Ⅰ.事業概要 

１．事業所概要 

 所 在 地   大阪府堺市美原区木材通４丁目１５番５号 

 従業員数      ２９９名 

 敷地面積   本 工 場 １７,５２９㎡(工業専用地域) 

 東 工 場  ６,７２９㎡(準工業地域) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．事業概要 

  事業内容 

農業用機械部品(油圧機器、その他精密機械部品)の設計及び製造と販売 

 

  主要製品 

RTＶ搭載用 HST 一体型ミッション、コンバイン・トラクター・田植機・建

機用コントロールバルブ、トラクター・田植機・コンバイン・モア用ギアポ

ンプ、Ｂ・Ｍトラ用油圧シリンダー本体、油圧モーター、トランスミッショ

ン、トラクター搭載用パワステコントローラー 他 

 

 

 

 

 

古　市

富田林

新大阪

天王寺

難波

大　阪

池田　Ｉ．Ｃ

吹田　Ｉ．Ｃ 名神高速中国道　　至　広島

至　西宮

ＪＲ新幹線

ＪＲ東海道線

南
海

本
線

大阪湾
堺東

堺
東

北
野

田

金
剛

三宅　Ｉ．Ｃ

西名阪

阪和
道

近鉄　南大阪線

至　河内長野

至　吉野

木材工業団地



近
畿
道 外

環
状
線

Ｒ
３０９

美原南　ＩＣ

至　河内長野：高野山

関西国際空港

中
央
環
状
線

美原北　ＩＣ

松原　ＩＣ
阪

神高
速

泉佐野　ＩＣ

至　和歌山

聖丘ゴルフ場

◆　車
　　　・名神吹田ＩＣより約１時間
　　　・近畿道美原北ＩＣより約１０分

◆　電車
　　　 ・ＪＲ新幹線新大阪駅より約１時間３０分
　　　 ・最寄り駅　近鉄南大阪線「富田林駅」よりタク 　
　　　　  シーで約５分
　　　 ・最寄り駅　南海高野線「金剛駅」よりタクシーで
　　　　 約１５分

◆　関西空港
　　　　・南海本線「難波駅」乗換え、南海高野線「金剛
　　　　　駅」よりタクシーで１５分

ｵｰｼﾞｮｲﾌﾙ
美原店

ＧＳ
シェル石油

ＡＣＣＥＳＳ
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クボタ農業機械･汎用機械･建設機械を支える

の油圧製品

:経済のグローバル化が進展する中、品質・性能・価格で
優れた日本製品の海外進出が本格化しています。
クボタのトラクタ・ユーティリティービークル・モア・コンバイン・
田植機・ミニショベルも輸出及び海外生産が拡大しており
これらの製品にクボタ精機の油圧製品が貢献しています。
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３．事業所変遷 

昭和22年(1947)  旭産業㈱設立 国内で初めて本格的ロータリー式耕うん機を製作 

          （現在、製作した１号機は、国立科学博物館に展示している） 

昭和 48年(1973)   旭産業㈱よりクボタ精機㈱に社名変更 

昭和 49年(1974)   （株）クボタ宇都宮、筑波工場向け部品供給のため、子会社関東ク

ボタ精機㈱を設立 

平成 12年(2000)   事業構造改革元年と位置付け、HST（*1）事業を立ち上げた。 

平成 13年(2001)   建設機械用油圧モータ、2002年度はKMA社（*2）向けバルブ事

業を受注し、2003年度トランスミッション、2004年度はポンプ

事業に進出し、油圧機器専業メーカとして、事業構造改革、企業体

質強化に全社をあげて強力に推進している。 

平成 13年(2001)  資本金を3億円から4.8億円に増資した。 

平成 18年(2006)  売上げ２００億円を突破。 

平成 18年(2006)  ７月 ISO 取得キックオフ宣言。 

平成 19年(2007) ３月 ＩＳＯ ９００１・ ＩＳＯ １４００１Ｗ認証取得（LRQA 

JAPAN） 

平成 20年(2008)  大阪労働基準連合会より安全部門優良賞の表彰を受ける。 

大阪府無事故・無違反チャレンジコンテストにより自家用部門銅賞

を受賞。 

７月２４日 連続休業災害０件として５,０００日を達成。 

平成 2１年(2009)  小型・中型コンバイン用HST一体型トランスミッション生産開始。 

平成 2２年(2010) 1 月・ISO9001・ISO14001 移行・更新（LRQA JAPAN） 

７月・トラクター搭載用パワステコントローラー生産開始。 

 １２月 産業廃棄物の電子マニフェストを導入。 

平成２３年(2011) １月・ISO9001・ISO14001 統合更新審査（LRQA JAPAN） 

4月 20日 連続休業災害０件として6,０００日を達成。 

平成２３年(2011) ７月１日 大阪労働局長表彰 奨励賞（安全確保対策）受賞。 

 

 

*1: ＨＳＴ ＝ 静油圧無段変速機（Ｈｙｄｒｏ Ｓｔａｔｉｃ Ｔａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ） 

*2: ＫＭＡ ＝ Ｋｕｂｏｔａ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ ｏｆ Ａｍｅｒｉｃａ ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 
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Ⅱ．環境方針・目標及び実績 

１．環境方針 
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２．ＩＳＯ１４００１ 取得状況 

 

平成１８年 ７月 ３日  小笠原社長によるキックオフ宣言 

平成１８年 ７月１４日～１５日  内部環境監査員教育受講 

平成１８年 ７月～１２月  環境マニュアル等書類整備 

平成１９年 １月１２日～１３日  予備審査（ロイド社） 

平成１９年 ２月１３日～１４日  ステージ１審査（ロイド社） 

平成１９年 ３月１４日～１６日  ステージ２審査（ロイド社） 

平成１９年 ３月２０日  認証取得（№ YKA 4003899） 

 ISO14001:2004／JIS Ｑ14001:2004  

平成１９年１０月 ４日～５日  第１回 定期審査 

平成２０年 ４月 ８日  第２回  定期審査 

平成２０年１０月 ７日～８日     第 3回 定期審査 

    平成２１年 ４月１７日       第 4回  定期審査 

    平成２１年１０月１５日～１６日   第５回  定期審査 

平成２２年 １月２５日～１月２７日  第 1回  更新審査 

    平成２３年 １月２４日～１月２６日   第１回 定期複合審査 
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３．環境行動計画、目標、実績等の要約 

 

（2010/04/01～2011/03/31） 

  単位 目  標 実  績
達成率 

（削減率） 
評価 

前年度 

実  績 

前年比 

（削減率）

エネルギー消費量（原単位）の低減 

           （前年比  １％ 低減） 
Kl/億円 77.06 77.18

99.85% 

( 0.15% ) 
△ 77.84 

99.15%

(▲0.85%)

Ｃｏ２排出量（原単位）の削減 

           （前年比  １％ 低減） 
tCo2/億円 118.74 101.8

114.25% 

( ▲14.25% ) 
◎ 119.9 

84.9%

(▲15.1%)

産業廃棄物の低減（原単位） 

 （前年比 ０.２％ 低減） 
t/億円 8.00 8.00 

100.56% 

（ ▲0.56% ） 
◎ 8.24 

97.0%

(▲3.0%)

紙の納入量（原単位）を低減 

 （前年比 ５％ 低減） 
t/億円 0.095 0.080 

115.64% 

（ ▲15.64% ）
◎ 0.097 

82.47%

(▲17.53%)

社用車の燃料使用量（原単位）を低減  

 （前年比 ５％ 低減） 
KL/億円 0.150 0.145 

103.64% 

（ ▲3.64% ） 
○ 0.151 

96.0%

(▲4.0%)

※ 自己評価の基準 ◎：目標超過達成 ○：目標達成 △：目標概ね達成 ▲：目標未達成 

 

４．環境会計 

 環境投資 

   ・油流出対策 

     油水分離槽１ヶ所 新設 

     密封マンホールの更新   ・・・・・・・・１１５万円 

   ・省エネルギーの推進 

     Hf 蛍光灯更新及び新設   ・・・・・・・   １９万円 

     ＧＨＰ空調機の省エネタイプへの更新・・・ ２３５万円 

 

 環境保全費用 

ＧＨＰ空調機の室内機清掃（９２基）・・・・・ １７０万円 

廃棄物処理費・・・・・・・・・・・・・・・・８８０万円 

 

                       費用金額 合計      １,４１９万円 

 

 環境保全効果 

経済効果 

ＧＨＰ空調機の省エネタイプへの更新（４台）により 

          稼働時間 ４０００Ｈｒ（年間） １台当たり  １,４２６ m3消費量の削減 

       コージェネによる発電量   １台当たり １４,７１２Ｋｗｈ 電力量の削減 

      【効果金額として】 

    都市ガス料金  １，４２６m3×４台×６７円（平均単価） ≒ ３８２,０００円 

    電力料金   １４,７１２Ｋｗｈ×４台×１２円（平均単価） ≒ ７０６,０００円 

                                                

計 １,０８８,０００円 の削減効果 
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Ⅲ．環境マネジメント 

  ＥＭＳプロセスフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境マネジメントシステムによるPDCA 

 

 

社　　長 ＥＭＳ管理責任者
製　　　　造　　　　部

製造第１課 製造第２課 製造第３課 生産技術課 物　流　課 営　業　課 開　発　課 品質保証課 購　買　課 管　理　課 労　務　課
協力会社

開　発　営　業　部 品質保証部 購　買　部 業　　務　　部

環境影響評価（ラインアンケート）

作業・工程の分析表

著しい環境側面一覧【部門】　作成（策定）

著しい環境
側面一覧
（全社）

環境目的・
目標一覧
（全社）

環境マネジメントプログラム【部門】　作成（策定）

環境
マネジメント
プログラム

（全社）

承認

作成

環境マネジメントプログラム【部門】報告書

作成

見
直
し

見直し

見直し

承認

承認

実
施
・運
用

実
施
・運
用

作成

協力依頼

内
部
環
境
監
査
（
外
部
審
査
）

報　告

報　告

見直し

作成

環
境
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
（98
1
-
0
0
0
1

）

承認

役員部長会・部門長会議・全員朝礼により周知

　

環境マネジメントプログラム【部門】報告書　　

順守評価

環　

境　

・
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
委
員
会

環境方針

社外に開示

環
境
影
響
評
価
登
録
規
定
（72

1
-
0
0
0
1

）

緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応
規
定
（72

1
-
0
0
08

）

環
境
影
目
的
・
目
標
設
定
規
定
（72

1
-0

0
0
3

）

環
境
関
連
法
規
制
登
録
規
定
（72

1
-
0
0
0
2

）

環
境
関
連
設
備
管
理
規
定
（72

1-
0
0
0
7

）

環
境
監
視
・
測
定
管
理
規
定
（72

1
-
0
0
0
9

）

環
境
情
報
管
理
規
定
（72

1
-
0
0
0
5

）

内
部
環
境
監
査
規
定
（72

1
-
0
0
11

）

不
適
合
及
び
是
正
・予
防
処
置
規
定
（72

1
-
0
0
1
0

）

環
境
文
書
管
理
規
定
（72

1
-
0
0
0
6

）          　
　
　

   

環
境
教
育
・訓
練
規
定
（72

1
-
0
0
04

）
環
境
会
議
規
定
（72

1
-
00

1
2

）

廃
棄
物
処
理
要
領
（72

2
-
0
0
0
1

）　　
　
　
　
　
　
　
　
　

化
学
物
質
管
理
要
領
（72

3
-
00

0
1

）　　
　
　
　
　
　
　
　
　

エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
要
領
（72

4
-
0
0
0
1

）

関　連　規　定　等

環
境
方
針

報　告

環境・安全衛生課

環境マネジメントプログラム【部門】　作成（策定）　　

環境目的・目標一覧（全社）

環境目的・目標一覧【部門】　作成（策定）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　著　し　い　環　境　側　面　一　覧　（全社）　配布

環
境
関
連
施
設
一
覧
表

手順見直し

特定した緊急事態の手順による訓練（テスト）

教　

育
・　

訓　

練

緊
急
事
態
特
定

環境目的・目標一覧【部門】　作成（策定）

環境マネジメントプログラム（全社）報告書

マネジメントレビュー（役員部長会＝経営者見直し会議）　４月・１０月に実施

不適合及び是正予防処置

　　　　　　　　　　　　　　　環境マネジメントプログラム（全社）測
定
管
理
基
準
一
覧
表

外　部　コ　ミ　ュ　ニ　ケ　ー　シ　ョ　ン（苦情・要望）

環境影響分析シート （Ｉ／Ｏ方式）

著しい環境側面一覧【部門】　作成（策定）

                                  環境影響評価（分析調査）
環
境
関
連
法
・条
例
・そ
の
他
要
求
事
項
一
覧
表　

作
成

環
境
関
連
法
・条
例
・そ
の
他
要
求
事
項
確
認
表
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  環境マネジメントシステムとＰＤＣＡ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　

環境・エネルギー
管理統括者

代表取締役社長

ＥＭＳ管理責任者

環境対策委員会
省エネルギー推進委員会

経営者見直し会議

　

製
造
第
一
課

製   

造   

部

製
造
第
二
課

製
造
第
三
課

生
産
技
術
課

物　

 

流 　

課

開
発
営
業
部

購   

買   

部

業   

務   

部

営   

業   

課

購　

買　

課

労   

務   

課

管   

理   

課

品
質
保
証
部

品
質
保
証
課

　

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
員

職　制　職　長

職　制　作　業　長

一　　　般

 指 導 員

 推 進 員

間　
　
　

接　
　
　

部　
　
　

門

環境・エネルギー管理

クボタ精機（株）
　　　　環境・エネルギー管理組織表

開   

発   

課

環境・エネルギー管理

エネルギー管理企画推進者

常務取締役

事　務　局

（委 員 長）

製　
　
　

造　
　
　

部　
　
　

門

環
境
安
全
衛
生
課

エネルギー管理者

Ｐ

ＤＡ

Ｃ

計　画

改　善 実　行

確　認

・方針
・施策の決定
　（側面の特定・手段の検討）
・目標の設定
　（方針実施計画の策定）

・環境管理活動
　（計画の実施・手順の作成）
・緊急事態の準備・対応
・力量・教育・自覚
　（教育・訓練、社員のスキルアップ）
・コミュニケーション
　（地域社会との懇談・情報の開示）

・内部監査の実施
・外部審査（クボタ等）の対応
・監視・測定の実施
　（法規制等）
・方針監査の実施

ＥＭＳ

　　　　　　　　継続的改善
・マネジメントレビュー
　　（インプット情報
　　　経営者による見直しの実施）
・是正処置の結果
・予防処置の結果　
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Ⅳ．事業活動と環境の関わり 

１．インプット・アウトプット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要製造製品

RTＶ搭載用HST一体型ミッション、コンバイン・トラクター・田植機・建機用
コントロールバルブ、トラクター・田植機・コンバイン・モア用ギアポンプ、
Ｂ・Ｍトラ用油圧シリンダー本体、油圧モーター、トランスミッション、トラク
ター搭載用パワステコントローラー　他

ＩＮＰＵＴ ＯＵＴＰＵＴ

エネルギー  ３,８９３ KL/GJ

・電力     １２,６９７千KW
・都市ガス     ６１９千m3
・ガソリン         ８．２KL
・軽油               ４．１KL
・灯油                     0

　水

上水道       １５,７７１m3

　化学物質

（PRTR対象物質）
                       ５．７t

　原材料

　　潤滑油
　　作動油
　　切削油
　　研削砥石

　加工品

　　鋳物
　　アルミ
　　鉄

　CO2排出量　
　　　５,１３６ tCO2

　物流Ｃｏ２排出量　　
　　　　８８.６ tCo2

　下水排出量　
　　　１３,０１９m3

　産業廃棄物処理量　
　　　　　４０１.３ t

　有価物処理　
　　　　　８５７.０ t
　　鉄・鋳物くず
　　アルミくず
　　紙・段ボール

　事業系廃棄物処理量　
　　　　　　５.８ t

生
産
工
程

事業活動と環境負荷の全体像

生　産　工　程

大　

気

水　

系

廃　

棄

　中間処理（再資源）量
　　　　　　３９２.５ t
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Ⅴ．環境負荷低減の取組み状況 

  エネルギー使用量（原油換算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  温室効果ガス排出量（Ｃｏ2排出量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  産業廃棄物排出量 

廃棄物名 単位 ２０１０（Ｈ２２）

雑介類（ごみ） ｔ ０

廃油水 ｔ ３３６.０５

汚泥 ｔ 1５.５８

建設廃材 ｔ 0

プラスチック類 ｔ 4６.８９

ガラス類 ｔ ２.７６

処分量計 ｔ ４０１.２８

粗付金額（百万円） ５,０４４

処分量／粗付金額 t/百万 0.0８０

前年度比（原単位） ％ ９６.５

 

原油換算値推移表

3892.7

3138.9

3824.542134172.6

0

1000

2000

3000

4000

5000

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

KL

Co2排出量推移表

6185 5956

4715
5136

6381

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

tCo2

・  総排出量        １２５８   t 

・  最終処分される量  １６２.３ t 

・  有価物売却量    ８５７   t 

・  再資源化率           8７.1 ％ 

・  埋立比率        ０.７ % 
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  産業廃棄物の管理方法 

㈱クボタの環境情報管理システム（ＫＥＤＥＳ）により、廃棄物管理を確実にす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【産業廃棄物の処分量推移】 

廃棄物名 単位 ２００７（Ｈ１９） ２００８（Ｈ２０） ２００９（Ｈ２１） ２０１０（Ｈ２２）

雑介類（ごみ） ｔ ０ ０ ０ ０

廃油水 ｔ ４１４.０ ３８２.０７ ２７７.８７ ３３６.０５

汚泥 ｔ 19.１３ 1５.８２ 1３.７５ 1５.５８

建設廃材 ｔ 0 0 0 0

プラスチック類 ｔ ５８.４３ ６０.６３ 43.12 4６.８９

ガラス類 ｔ ２.２ ０.０ ０.０ ２.７６

処分量計 ｔ ４９３.８ ４５８.５２ ３３４.７４ ４０１.２８

粗付金額（百万円） ５,８７８ ４,６６５ ４,０６２ ５,０４４

処分量／粗付金額 t/百万 0.0８8 0.0９8 0.0８２ 0.0８０

前年度比（原単位） ％ 1１２.８ 1１１.４ ８３.７ ９６.５

 

 

 

 

41 4 .00
382 .10

277 .90

336 .05

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

（t）

廃油水処理量　年度推移
19 .10

1 5 .80
13 .8 0

15 .58

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

（ｔ）
汚泥処理量　年度推移

58.4
60 .6

4 3 .1
4 6 .9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

（ｔ）
廃プラスチック処理量　年度推移



 

- 12 - 

クボタグループ  サイトレポート ２０１１ 

 

 

２．温暖化低減活動 

省エネルギー、温室効果ガスの削減 

平成１７年度にエネルギー使用量が年間３,０００Kl 以上の工場として、エネ

ルギー管理指定工場第１種の指定を受け、省エネルギーに対し削減が義務づけら

れ、中期計画（３ヶ年）を毎年前年比１％（原単位）の削減計画を提出し継続推

進している。 

 

 

 

 

 

 

 

等の活動を「エネルギー管理表」で毎月のエネルギー使用量を管理し、原単位（原

油換算/粗付金額）で前年比が１％削減されているかどうかチェックしている。 

 

【エネルギー管理表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・スイッチ箇所に節電のフレートを貼付。
・休憩時間完全消灯の実施を継続。 
・室内温度の適正管理。（夏 28℃・ 冬 20℃） 
・エアコンフィルターの清掃管理を徹底。 
・コンプレッサーの点検管理を徹底。（始業前） 
・吐出圧、使用端圧の低減。（エアー漏れ防止） 
・水銀灯→ Hf 蛍光灯へ（８0KW／ｈ低減に挑戦） 
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  エネルギー使用量の推移 

 

エネルギー名 単位 ２００７（Ｈ１９） ２００８（Ｈ２０） ２００９（Ｈ２１） ２０１０（Ｈ２２）

電気 ＫＷ 13,610,221 12,392,161 10,558,486 12,697,064

都市ガス ㎥ 667,716 623,050 421,103 618,569

ガソリン Ｌ 7,161 7,259 6,878 8,167

軽油 Ｌ 8,305 7,069 2,933 4,090

灯油 Ｌ 18 18 0 0

エ
ネ
ル
ギ
ー
名 

ＬＰＧ ㎥ 4,123 4,336 3,990 4,023

原油換算 ＫＬ 4,211 3,854 3,161 3,892

粗付金額 百万円 5,605 4,665 4,062 5,044

原油換算／粗付金額 Kl/百万 0.751 0.826 0.778 0.772

原
単
位 

対前年度比 ％ 105.8 110.0 94.2 99.2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総エネルギー投入量（原油換算）

電気
81.79%

都市ガス
17.65%

ＬＰＧ
0.27%

灯油
0.00%

軽油
0.10%

ガソリン
0.19%

粗付金額・原油換算量及び原単位の推移

5,878
5,605

4,665

4,062

5,044

0.710

0.751

0.826

0.778 0.772

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H.18 H.19 H.20 H.21 H.22

（単位：百万）

0.640

0.660

0.680

0.700

0.720

0.740

0.760

0.780

0.800

0.820

0.840

（単位：KL/百万）

粗付金額
原油換算量
原単位（百万）
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３．大気、水質、 

  

   水質測定値 

 

排水口名 
物質名 

規制値 
（堺市条例） 雨水 №２ 雨水 №５ 

pH 5.8～8.6 ７.１ 6.０ 

ＢＯＤ １６０ ６ 29 

ＣＯＤ １６０ ９ 17 

ＳＳ １５０ １０ 12 

Ｎ－ヘキサン － ５ 5 

リン ０．８ ０.１ ０.３ 

窒素 － ３.７ ０.９ 

銅 － ０.１ ０.１ 

 

４．騒音、振動、土壌・地下水等の測定データの最大値 

 

  騒音に関し、工場敷地境界線の測点８ヶ所（工業地域５ヶ所 準工業地域

３ヶ所）を４月と９月に自社で測定した結果、規制値以内であった。 

 

地域区分 工業地域 準工業地域 

実測値 実測値 実測値 実測値 
測定時間 規制値 

4/27 9/27 
規制値

4/27 9/27 

朝 ６５ ６１.２ ６２.１ ６０ ５８.３ ５８.５ 

昼 ７０ ６９.１ ６９.２ ６５ ６１.２ ６１.６ 

夕 ６５ ６３.２ ６３.１ ６０ ５９.１ ５８.８ 

夜 ６０ ５２.２ ５６.２ ５５ ４８.１ ４８.６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

仕上

洗浄

地下貯

水槽

保安室

駐車場

駐車場

東
門

（北
）

東
門

（南
）

産廃置場

ＣＰ室

ﾎﾟﾝﾌﾟ

室

廃油置場

消防庫

LPG室

正門

部品倉庫

変電所

ﾎﾟﾝ

ﾌﾟ室

ＷＣ

検

査

棟

部品

倉庫

変

電

所

ＣＰ室

少量危険

物倉庫

ＷＣ

廃油

置場

産業廃棄物

置場

CP室

材料置場

東工場

第４棟 第２棟１F 研究棟

第１棟

第３棟事務所棟

厚生棟

槽 ３

槽 ２

槽 １

変電所

槽 ４

槽 ５

準工業専用地域

工業専用地域

３：本工場北東側境界線

５：東工場北西側境界線

４：本工場南東側境界線

６：東工場南西側境界線

７：東工場北東側境界線

８：集塵機設置箇所

集

塵

機
集塵機

集塵機

９：集塵機設置箇所

敷地境界騒音測定

測 点
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５．化学物質排出・移動量の低減活動 

 化学物質の管理方法 

 【化学物質管理フロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【化学物質管理表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ２２年度排出量等届出 

 

・第１種化学物質排出量等届出書 

・管理計画書                          堺市に届出提出 

・化学物質管理目標決定及び達成状況届出書（VOC・ﾄﾘｴﾀﾉｰﾙｱﾐﾝ 

Ｎ,Ｎ-ジシクロヘキシルアミン） 

化学物質使用調査依頼 「化学物質使用調査表」

「化学物質使用調査表」 提　出

「成分表」・「ＭＳＤＳ」・サンプルを添付

写しを保管 返　却 「化学物質使用調査表」

（原材料・使用数量等）

配　布
「原材料・薬品等化学物
質使用許可登録台帳」

「原材料・薬品等化学物
質使用許可登録台帳」

管　理

新規採用・変更時

「化学物質使用申請書」
（新規・変更・停止・廃止）

「化学物質使用申請書」
（新規・変更・停止・廃止）

使用３０日前に提出

「化学物質使用申請書」
（新規・変更・停止・廃止）

有害性の評価
法規制対応状況
取扱方法及び管理の妥当性
安全衛生
環境管理

     内 容
     確 認

安全管理者へ

承　　

認

「成分表」・「ＭＳＤＳ」・サンプルを添付

使用量管理クボタへ報告

1t 未満

以上

年間使用量

大阪府・堺市へ届出

届
出
不
要

使用許可
「化学物質使用申請書」
（新規・変更・停止・廃止）

化学物質使用部門環境・安全衛生課

各物質毎に１トンを超えると届出 

（発ガン物質は０．５トン） 

P
R
T
R
法

第
一
種
指
定
化
学

物
質
名
他

第
一
種

指
定
化
学

物
質
と
し
て
の
取

扱
量

P
R
T
R
＋
大
阪

府
条
例

大
阪
府
条
例

（kg/年） （kg/年） （kg/年）

３
７
物
質

Ｖ
Ｏ
Ｃ
規
制

ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル 0.0 0.0
ほう素 147.1 147.1
２－アミノエタノール 74.2 74.2
トルエン 675.0 675.0 675.0
スチレン 142.4 142.4 142.4

0.0 0.0
液状エポキシ樹脂 715.6 715.6
キシレン 642.2 642.2 642.2
エチルベンゼン 214.5 214.5 214.5
１，３，５－トリメチルベンゼン

ヘキサン 0.8
酢酸エチル 1.5
ノナン 0.0
メチルエチルケトン 1.4

3,386.6 7,180.1 18,949.6
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 【管理化学物質排出状況】 

 

※ 削減率については、前年度と対比 

 

６．天然資源枯渇の低減 

 

・紙の消費量（原単位）を前年比５％削減に対し17％削減ができた。 

   （ミスプリント・ミスコピーの再利用、イントラネットを活用したペーパーレス化） 

・グリー購入法に基づく購入の推進 

    再生紙導入率 100．0％  

    （再生紙の導入は、定着。） 

グリーン購入率 9５.６ %   グリーン調達ガイドラインによる 

 

７．目的・目標の達成状況 

 

（2010/04/01～2011/03/31） 

  単位 目  標 実  績 
達成率 

（削減率） 
評価 

前年度 

実  績 

前年比 

（削減率）

エネルギー消費量（原単位）の低減 

       （前年比  １％ 低減） 
Kl/億円 77.06 77.18

99.85% 

( 0.15% ) 
△ 77.84 

99.15%

(▲0.85%)

Ｃｏ２排出量（原単位）の削減 

       （前年比  １％ 低減） 
tCo2/億円 118.74 101.8

114.25% 

( ▲14.25% )
◎ 119.9 

84.9%

(▲15.1%)

産業廃棄物の低減（原単位） 

 （前年比 ０.２％ 低減） 
t/億円 8.00 8.00 

100.56% 

（ ▲0.56% ）
◎ 8.24 

97.0%

(▲3.0%)

紙の納入量（原単位）を低減 

  （前年比 ５％ 低減） 
t/億円 0.095 0.080 

115.64% 

（ ▲15.64% ）
◎ 0.097 

82.47%

(▲17.53%)

社用車の燃料使用量（原単位）を低減  

（前年比 ５％ 低減） 
KL/億円 0.150 0.145 

103.64% 

（ ▲3.64% ）
○ 0.151 

96.0%

(▲4.0%)

※ 自己評価の基準 ◎：目標超過達成 ○：目標達成 △：目標概ね達成 ▲：目標未達成 

 

 

H.20 H.21 H.22 
物  質  名 単位 

排出量 削減率 排出量 削減率 排出量 削減率 

備 考 

トリエタノールアミン ㎏ 3,785 基準 3,493 △7.7% 5,595 60.2% 
H23 年度中に 

   代替品を検討 

揮発性有機化合物（ＶＯＣ） ㎏ 19,800 基準 12,287 △37.9% 11,355 △7.6%   

Ｎ,Ｎ-ジシクロヘキシルアミン ㎏ －  －   2,498 基準 
法改正により H22 年

度を基準とする 
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Ⅵ．環境法規制遵守状況 

１．環境上の法規制の内容と遵守状況 

大気管理状況 

当社として、大気汚染の特定管理施設は無く、大気汚染の管理の必要はありませんが、

当社の社用車にステッカーを貼付、ポスターを掲示してアイドリングストップ運動を展

開しています。 また、当社工場に出入りする協力会社の輸送用トラック等については、

協力会社へ「環境保全活動への協力依頼」をし、アイドリングストップ運動を展開して

います。 

H21.1.1 から、自動車ＮＯｘ・ＰＭ総量削減計画に伴い『大阪府流入車規制』が施行。

当社車輌をはじめ、当社工場に出入りする協力会社の輸送用トラック等について、適合

車輌のシールにより、管理の徹底を継続実施しています。 

 

水質管理状況 

排水処理施設としての特定管理施設はありませんが、工場内から排水する所に油水分

離槽を設置し、油分をシャットアウトすると共に、ノルマルヘキサン及びＰｈ測定管理

を徹底し、排水管理をしています。 また、今年度は、雨水排水系統に油水分離槽を１

基増設し、徹底した油分のシャットアウトを行っています。 

 

騒音・振動管理状況 

作年度、１２月に集塵機を堺市騒音条例の届出施設として追加申請し、管理を継続。 

振動発生施設は無く、コンプレッサー・マシニングセンタ・ＮＣ旋盤等の騒音発生施

設からの騒音に対し、平成２２年４月と９月に、敷地境界線８ヶ所で朝・昼・夜の測定

を実施した結果、工業地域及び準工業地域の規制基準値をクリアしていました。 

 

有害化学物質 

当社で使用している化学物質の原材料・使用数量を化学物質使用量調査により調査し、

『ＰＲＴＲ法』及び『毒劇法』による指定化学物質を確認して成分表及びＭＳＤＳ（製

品安全データ）を入手し、台帳で管理しています。 

大阪府条例により、揮発性有機化合物（ＶＯＣ）に該当する主な物質、大阪府の独自

指定物質（２４物質）大阪府化学物質適正管理指針による管理物質等を『化学物質管理

台帳』により管理し、「第１種化学物質排出量等届出書」・「管理計画書」・「化学物質

管理目標決定及び達成状況届出書（VOC・トリエタノールアミン・Ｎ,Ｎ-ジシクロヘキ

シルアミン）」等の届出を堺市に提出し、使用量の削減に向けて取り組んでいます。 

 

【ＰＣＢ管理】 

コンデンサー（３基）をＨ２０年１２月に日本通運（株）の厳重な梱包・輸送により、

日本環境安全事業（株）により適正に処分を完了。 

また、使用中の変圧器及びコンデンサーをメーカーに確認した結果、微量ＰＣＢとし
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て事務所用動力変圧器に２.１㎎/㎏の含有が確認され、注意書き等を明示し、管理してい

ます。 

 

【微量ＰＣＢ混入変圧器設置状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【製品の型式等】 

１．製造者名：㈱ダイヘン 

２．定格又は容量：３φ７５ＫＶＡ 

３．製造番号：Ｐ５９８３０３１ 

４．微量ＰＣＢ混入量：２．１［ｍｇ/ｋｇ］ 

 

環境に関する苦情・要望について 

環境に関連する苦情・要望に関しては、発生しておりません。 

 

危険物取扱について 

現在、貯蔵量の関係から工場棟毎に、少量危険物取扱所として消防署に申請しており

ますが、洗浄用のスプレー缶（第４類 第１石）を工場内で使用している場所が見受け

られます。そのため、貯蔵量を超えないよう工場棟の建屋外に『少量未満危険物保管庫』

を設置し、違法のないように油量を管理しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キュービクル外観
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Ⅶ．環境コミュニケーション 

１．地域や消費者との交流活動 

 地域の皆様との交流 

1) 大阪木材工場団地協同組合 役員会(3回) 

2) 美原防災協会 防災研修会 参加（１０／２１） 

3) 大阪木材工場団地協同組合  消防訓練参加（１２／８） 

4) 美原防災協会 火災予防研修会 参加（１／２８） 

5) 美原危険物部会 役員会 参加（３／１７） 

 

地域美化活動 

・クボタｅプロジェクトの参加 

２０１０年７月１０日に社会貢献活

動の一環として、（株）クボタが農業用

水をきれいに保つよう、ククボボタタｅｅププロロ

ジジェェククトトとしての全国の河川清掃ボラ

ンティア活動が実施されました。 

当社も社会貢献活動の一環として、石

川（大阪府富田林市）の河川清掃に参加。

（参加人員 ４３名） 

 

・ 

 

 

 全社マナーアップ作戦として工場周辺の清掃活動 

（冬季を除く年６回実施） 

  実施日 実施職場 参加人数

1 4 月２１日 業務部、開発営業部、購買部 ５３ 

2 5 月１９日 製造１課（11-1～11-5・７、12-1、12-３、12-５） ４１ 

3 6 月１６日 製造２課（10-2～10-4・７）物流課、環境安全衛生課 ４８ 

4 ７月２１日 業務部、品質保証部、生産技術課 ２６ 

5 ８月１８日 製造３課（10-6、1１-６、１４-１，16-1） ３９ 

6 9 月２２日 製造２課（12-２・４・６・８・９）品質構内物流 ２２ 
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  環境リスクマネジメント 

緊急事態対応手順（火災）に従い実際に訓練をすることで、この手順の検証を

すると共に問題点の抽出を行ない、設備点検や必要なメンテナンスを確実に実施

しています。 

 

１．火災の発生を想定し、避難及び初期消火活動の部分訓練を実施 

万一の危険物事故の発生を想定し、被害を最小限に抑えるための対応手順

を定め定期的に対応訓練を実施しています。 

 

場内で新入社員を対象に、危険物事故の発生を想定し、水消火器を用いて実射訓練を実施 

（２０１０/１２/０２ 訓練を実施） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消火栓の電力が停止した場合を想定し、エンジンポンプ車による消火活動の訓練を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エンジンポンプ車に

よる作動テスト 

エンジンポンプ車による放水テスト 
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２．火災が発生したのを想定して通報・避難及び消火訓練 

 

２０１０/１２/０２に通報・避難・消火訓練（消防総合訓練） 

火災が発生したと想定し、消防署への通報 ～ 初期消火活動 ～ 避

難訓練の総合訓練を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【避難状況】 

避難グループ毎に安否状況を確認 安否状況を対策本部に報告 

【消防署への通報】 

美原消防署員より通報指導を受ける 
消防署へ通報の実践 

訓
練
状
況
を
視
察
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【訓練実施状況の評価】 

訓練の視察及び指導として、美原消防署から来られていた予防課長による実施状況の

評価、および弊社社長による評価を受ける 
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〒587-0042 

大阪府堺市美原区木材通４丁目１５番４号 

製造部 環境・安全衛生課 
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